
議

案

第

六

十

四

号 

 
港

区

会

計

年

度

任

用

講

師

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

に

つ

い

て

 

 
 

  

令

和

六

年

九

月

二

十

五

日

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

港

区

教

育

委

員

会
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港

区

会

計

年

度

任

用

講

師

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

（

案

） 

 
港

区

会

計

年

度

任

用

講

師

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

（

令

和

二

年

港

区

教

育

委

員

会

規

則

第

十

一

号

）

の

一

 

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。 

 

第

三

条

第

五

項

を

削

り

、

同

条

第

六

項

中

「

公

募

に

よ

ら

な

い

再

度

任

用

」

を

「

前

項

た

だ

し

書

の

規

定

（

 

同

項

第

二

号

に

該

当

す

る

も

の

に

限

る

。

）

に

よ

る

公

募

に

よ

ら

な

い

任

用

」

に

改

め

、

同

項

第

一

号

中

「

第

 

四

項

第

二

号

」

を

「

前

項

第

二

号

」

に

改

め

、

同

項

を

同

条

第

五

項

と

す

る

。 

 
 

 

付 

則 

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

十

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。 



港
区
会
計
年
度
任
用
講
師
の
任
用
等
に
関
す
る
規
則
新
旧
対
照
表 

改 
 

正 
 

案 

現 
 

 
 

 

行 

 
 

（
前
略
） 

（
前
略
） 

 
 

（
任
用
） 

（
任
用
） 

第
三
条 

（
略
） 

第
三
条 

（
略
） 

２
～
４ 

（
略
） 

２
～
４ 

（
略
） 

 

５ 

前
項
た
だ
し
書
の
規
定
（
同
項
第
二
号
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
よ

る
公
募
に
よ
ら
な
い
任
用
（
以
下
「
公
募
に
よ
ら
な
い
再
度
任
用
」
と
い
う
。
）

は
、
四
回
を
限
度
と
す
る
。 

５ 

前
項
た
だ
し
書
の
規
定
（
同
項
第
二
号
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
よ

る
公
募
に
よ
ら
な
い
任
用
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
全
て
満
た
す
者
に
限
り
認

め
る
も
の
と
す
る
。 

６ 

公
募
に
よ
ら
な
い
再
度
任
用
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
全
て
満
た
す
者
に
限

り
認
め
る
も
の
と
す
る
。 

一 

前
項
第
二
号
に
基
づ
く
能
力
の
実
証
の
結
果
が
良
好
で
あ
る
こ
と
。 

一 

第
四
項
第
二
号
に
基
づ
く
能
力
の
実
証
の
結
果
が
良
好
で
あ
る
こ
と
。 

二
・
三 

（
略
） 

二
・
三 

（
略
） 

 
 

（
後
略
） 
（
後
略
） 

 
 

 
 

 

付 

則 
 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
六
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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教育人事企画課 

 

港区会計年度任用講師の任用等に関する規則の一部を改正する規則について 

 

審議内容 

 会計年度任用講師の公募によらない再度任用の回数上限を撤廃するため、港

区会計年度任用講師の任用等に関する規則を改正します。 

 

１ 経緯 

  非常勤の公務員である会計年度任用職員（区長部局所管）及び会計年度任

用講師（教育委員会事務局所管）は、毎年度公募による選考を経て任用する

ことが原則ですが、任用した次年度以降は勤務実績に基づく能力実証により

公募による選考を経ず任用すること（公募によらない再度任用）を連続４回

まで可能としています。 

  国の非常勤の公務員である期間業務職員についても公募によらない再度

任用の回数上限がありましたが、雇用の安定と優秀な人材の確保のため、国

は令和６年６月２８日付で期間業務職員の公募によらない再度任用の回数

上限を撤廃しました。それと同時に、国策定の会計年度任用職員のマニュア

ルにおいても公募によらない再度任用の回数上限を撤廃する改正が行われ

ました。 

  国の動向を踏まえ、区においても社会経済情勢に応じて柔軟に対応できる

よう公募によらない再度任用の回数上限を撤廃します。 

 

２ 改正内容 

 改正後 現行 

公募によらない 

再度任用の回数上限 
回数上限なし ４回 

 

  ＜教育委員会事務局の運用＞ 
    現在、教育委員会事務局が所管している会計年度任用講師については、教育公

務員の性質上、教員免許状の要件確認等の厳正な審査を確実に行うため、公募に

よらない再度任用は行っていません。 
    規則改正後も会計年度任用講師については、原則どおり公募による選考を行っ

ていく予定です。 
 

３ 施行期日 

  令和６年１０月１日 

令和６年９月２５日 
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